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＜論　文＞
ベトナム－中国関係
― 協調のなかの管理された対立 ―
細　川　大　輔 *
The Vietnam-China Relations:
Managed Conflicts in the Context of Cooperation
HOSOKAWA, Daisuke
Vietnam is striving to maintain the stable and friendly relationship with China after the 
diplomatic normalization in 1991. Nevertheless anti-Chinese sentiment is taking root 
deeply among Vietnamese citizens due to historical memories and various frictions caused 
by closing economical and human exchanges and territorial conflicts in South China Sea. 
The Communist Party and the Government of Vietnam are trying to manage these 
conflicts and anti-Chinese sentiment through building the cooperation mechanisms and 
economic cooperation with China. On the other hand, China is conscious of its advantage of 
rising and is gradually extending its clout in the region while consoling Vietnam by giving 
economic benefits. Between two countries exists a kind of dynamics, which is born of the 
mutually depending relations and which urges self-control in their conflicts.
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はじめに
ベトナムと中国は 1,400 キロメートルに及ぶ陸上国境で接している。また両国には 2000 年
を超える交流の歴史がある。しかしそれはベトナムにとって、文化が常に軍靴と共に北からやっ
てくるという歴史でもあった。
漢、隋、唐と一千年におよぶ北属期のあとベトナムは自立を達成するが、その後もモンゴル
軍や明軍の侵攻に悩まされた。祖国を救った何人もの英雄が、街路の名前となってベトナムで
は今も語り継がれている。
第二次大戦後、両国はともに共産党政権の国家となった。1945 年日本軍の敗北直後、ベトナ
ムは独立を宣言しベトナム民主共和国を建国したが、その前途は多難であった。30 年にわたる
対仏、対米戦争を戦わねばならず、その間ベトナムは中国からの多大の支援を受けた。しかし、
中国が対立するソ連を牽制するため、米国との関係改善に乗り出したことは、ベトナムの中国
への不信感を高めた。
1975 年対米戦争（いわゆるベトナム戦争）は終結したが、在越華僑問題、またカンボジアを
めぐる中国との対立は激しさを増した。ベトナムはソ連への傾斜を強め、友好協力条約を締結、
さらにはカンボジアのプノンペンを攻略すると、1979 年中国は「ベトナムを懲罰する」として
ベトナム北部に侵攻した。
その後の 10 年間、両国関係は冷却する。1991 年の国交正常化後、ベトナムと中国の新たな
国家関係が始まった。ベトナムにとっては中国との安定的な友好関係を維持することが何より
も重要である。そのため、共産党から、政府、人民軍、地方政府、人民のレベルに至るまで、
中国との協力メカニズムの構築に努力している。
一方、台頭する中国の経済的な膨張からはメリットを得る半面、様々な歪みも生じておりそ
の対策に苦慮している。また南シナ海における中国の領土的な野心に対しては、自国の独立と
領土主権を守るため、したたかな対中外交を展開するとともに、ASEANなど地域協力機構や
域外大国との連携を模索している。
本稿の目的は、ベトナムが中国との安定した協力メカニズムの構築にいかに努力し、また中
国との対立をいかに管理しようとしているかを、ベトナムの立場から考察することである１）。
第 1章　善隣友好関係の構築
1．陸上国境・トンキン湾海上国境の画定
1991 年 11 月の国交正常化の際、ベトナムと中国は領土・領海問題を平和的な話し合いで解
決することに合意した。しかし話し合いは順調に進まなかった。中国が翌年 2月に「領海、お
よび接続水域法」を制定し、南シナ海と東シナ海で係争のある領海すべてに対し中国の領有権
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を主張したからである。ベトナムは関係悪化を防ぐための話し合いを粘り強く続けた。その結
果、1993 年 10 月には「越中の国境・領土問題の解決に関する基本原則についての合意書」が
調印された。
その内容は、1）平和共存五原則の遵守、2）武力の不行使、陸海国境問題の優先的解決、そ
れと並行した南シナ海問題の協議の継続、3）領土・領海に関する国際法の遵守、を基本とす
るもので、両国が領土問題で初めて締結した協定である２）。
基本原則に基づき、陸上国境に関する交渉が 1994 年 2 月から開始され、トンキン湾海上国
境についても同 12 月から交渉がスタートした。交渉の結果、まず 1999 年 2 月に「越中陸上国
境協定」が調印された。さらに 2000 年 12 月には「トンキン湾国境線画定協定」、ならびに「ト
ンキン湾における漁業協力協定」が調印された。
漁業協力協定の主要部分は「越境共同漁区」の設置であり、双方は排他的経済水域の境界を
跨ぐ 3万 3千平方キロメートルの海域を越境共同漁区に指定した。そして「越中トンキン湾（北
部湾）漁業合同委員会」を設置し、共同漁区における双方の操業漁船数を毎年確定するなど協
力関係を深めていった３）。
以降、両国間の未解決な領土問題は、西沙諸島と南沙諸島の領有権に関する問題だけとなっ
た。
図表 1　ベトナム－中国の国境地域
出所：筆者作成
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2．指導方針・精神の表明
陸上国境交渉が妥結し北京を訪れたベトナム共産党のレ・カ・フュー書記長は、中国の江沢
民国家主席との間で、今後の中国との交流関係を指導する「十六字の方針」を決定した。ベト
ナム側では、これが「善隣友好、全面協力、長期安定、未来志向」となっているのに対し、中
国側では「長期安定、未来志向、善隣友好、全面協力」となる。中国と隣接し、武力で侵攻さ
れているベトナムにとっては、何よりも「善隣友好」が最優先されるべきと考えられた。最後
まで両国間で語順に関して一致を図ることが出来なかったといわれている４）。
さらに翌 2000 年 12 月、ベトナム共産党のチャン・ドク・ルオン大統領が訪中した際には、
交流促進のスローガンとして、「よき隣人、よき友人、よき同志、よきパートナー」という「四
好精神」が決められた。社会主義を志向するという共通性に基づく「同志」という語が依然と
して使われているのに対し、対等な関係を意味するパートナーという語が使われていることが
わかる５）。
2005 年 11 月には「相互尊重、相互理解、相互信頼、相互協力」が追加され、2008 年 11 月
には中国側が最高度の友好関係とみなす「全面的戦略協力パートナーシップ」に格上げされた。
3．協力メカニズムの構築
①共産党レベル
ベトナムと中国はともに市場経済化を進める一方で、政治的には共産党の一党支配体制の維
持を至上命題にしている。特にベトナム側は、統治基盤の維持・強化に向けた中国の経験に関
心を寄せ、党・政府の内政担当幹部を訪中させて党員の規律強化策、党組織改編、党内民主化
などについて学習するニーズがあった。このため、2002 年 2 月の江沢民国家主席の訪越時に発
表された共同コミュニケは、「両国は社会主義建設の経験を交換し、新たな状況下での理論的
問題を明確にするため、協力を強化する」と謳われた。その具体的な方策が 2003 年 10 月から
スタートした「越中共産党理論シンポジウム」である。これはほぼ毎年、両国共産党の理論担
当者が、交互にベトナムと中国に集まり、共に関心のある政治・経済問題を党レベルで話し合
う協力メカニズムである。
第 1回のテーマは「社会主義と市場経済　―ベトナムの経験、中国の経験―」であり、ベト
ナム側の代表はグエン・フ－・チョン中央理論評議会議長兼ハノイ市党委員会書記（現ベトナ
ム共産党書記長）であった。図表 2によれば、その後も毎年タイムリー、かつ実践的なテーマ
を取り上げていることがわかる。
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②政府レベル
2004 年に入ると、両国のあいだに経済協力を拡大しようとの機運が高まった。同年 5月、ファ
ン・ヴァン・カイ首相が訪中し温家宝中国首相と会談した際、ベトナム側は中国に「二回廊一
経済圏」の開発構想（詳細は後述）を提案した。中国側はこの提案に合意し、同年 10 月に覚
書に調印した。
この経済協力構想をはじめ、両国の各分野における協力を全体的に統一し、協力の中で出現
する重大な問題を両国の指導者レベルで協調的に解決することを目的に設置されたのが「越中
二国間協力指導委員会」である。
第 1回会合は 2006 年 11 月、中国の唐家璇国務委員が訪越した際、ベトナムのファム・ザ－・
キエム副総理兼外相を共同議長としてハノイで開催された。その後この会合はほぼ毎年、相互
の首都において持ち回りで開催されており、ベトナム側の代表は副首相が、中国側の代表は国
務委員が務めている。
「越中二国間協力指導委員会」が政府首脳の政策レベルでの協力メカニズムとするなら、経
済省庁における実務レベルでの協力メカニズムとして、「越中経済貿易協力委員会」が存在する。
これは両国の商務省間の協力メカニズムで、1994 年に設立協定が調印され、2011 年 4 月には
第 7回会合が副大臣レベルで開催されている６）。
図表 2　越中共産党理論シンポジウム
開催年月 開催地 テーマ
第 1回 2003 年 10 月 中国・
北京
社会主義と市場経済　―ベトナムの経験、中国の経験―
第 2回 2004 年 2 月 ベトナム・
ハノイ
政権党の建設　―ベトナムの経験、中国の経験―
第 3回 2007 年 7 月 中国・
貴州省貴陽
社会主義経済・社会建設における科学技術の発展・調和
―理論と実践―
第 4回 2008 年 10 月 ベトナム・
ニャチャン
農業・農村・農民
第 5回 2009 年 12 月 中国・
アモイ
世界経済・金融危機の原因、影響、対応策
第 6回 2010 年 9 月 ベトナム・
ダナン
市場経済・国際参入下の文化建設の推進
第 7回 2011 年 11 月 中国・
江蘇省常州
新段階における大衆運動の実践　―ベトナムと中国の経験―
第 8回 2012 年 6 月 ベトナム・
ハロン
ベトナムにおける経済成長モデルの強化と中国における経済発
展手法の変革
第 9回 2013 年 7 月 中国・
遼寧省大連
新たな時代における清廉で強固な党建設
―ベトナムの経験、中国の経験―
出所：各種報道により筆者作成
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③海上警察・人民軍レベル
上述のように 2000 年 12 月、「トンキン湾（北部湾）国境線画定協定」、ならびに「トンキン
湾における漁業協力協定」に調印した後、両国はトンキン湾における協力を進展させた。2006
年 9 月、トンキン湾の共同漁区において初の合同検査活動を行った。中国側の取締り船団とベ
トナム側の海上警察船団が合同で編隊を組み、双方の排他的経済水域に入って自国側漁船の活
動に対する検査を行った７）。
さらに、人民軍レベルでは 2005 年 10 月、ベトナムのチャ国防相が訪中した際、トンキン湾
地域での両国海軍合同パトロールに関する合意文書に調印した８）。合意に基づき第1回パトロー
ルは 2006 年 4 月に、その後年 2回のペースで実施され、2013 年 6 月には第 15 回目を数えてい
る。その間、両国の間には西沙諸島、南沙諸島、あるいは排他的経済水域を巡る厳しい対立が
あったにもかかわらず、合同パトロールは中断されることなく継続してきた事実は注目される。
④地方政府レベル
地方政府レベルにおいても協力メカニズムの進展がみられる。2005 年 4月ベトナムのランソ
ン省の観光担当局と、中国広西チワン族自治区崇左市が協力意向書に調印した。また 2006 年
にはラオカイ省と雲南省間の電力網が正式に連結され、雲南省の余剰電力がベトナムに供給さ
れるようになった。こうした個別の協力を踏まえ、2007 年 6 月にはベトナム北部 4省（ディエ
ンビエン省、ライチャウ省、ラオカイ省、ハザン省）と中国雲南省の間で、また北部 3省（カ
オバン省、ランソン省、クアンニン省）と中国広西チワン族自治区との間で、国境経済交流な
どに関する合同作業部会の設立に関する合意文書が調印された。雲南省との間の合同作業部会
は 2008 年 9 月を第 1回として、2012 年 6 月には第 4回が開催されている９）。一方、広西チワ
ン族自治区との間では、第 1回の開催時期は確認できないが、2012 年 12 月には第 5回が開催
されたとの報道がある 10）。
⑤人民レベル
両国の指導者と政府は、機会あるごとに人民レベルでの友好関係の促進を強調してきた。国
境を接する両国各省の間では、若者を中心とした様々な交流活動が継続されている。地方の行
事であるため、中央ではあまり報道されないが、最近では第 11 回越中青年フェスティバルが
2010 年 8 月広西チワン族自治区北海市で、同第 12 回が 2011 年 12 月ベトナムのクアンニン省
で開催されている 11）。また、共産党の青年団レベルでは、ベトナムのホーチミン青年団と中国
共青団との交流会が 2013 年 6 月、ハノイ市で開催されている 12）。
筆者は、こうした交流会に出席したベトナムの若手大学教員の経験談を聞く機会があっ
た 13）。それによると、本人は大学当局からの指示に基づき、業務の一環として参加したとのこ
とであった。人民レベルの協力とはいえ、市民の自発的なものではなく、共産党・政府の指導
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による交流とみなければならない。
第 2章　経済協力の進展
1．「二回廊一経済圏」構想
両国政府は、安定した善隣友好関係を築くためには、政治レベルでの協力メカニズムを構築
する一方、経済協力を進展させることが何よりも重要であると考えている。それはまず国境地
域の経済開発を共同で行うことであり、両国の貿易を拡大させることである。
前章でみたとおり、2004 年 5 月、カイ首相は中国側に「二回廊一経済圏」（中国では「両廊
一圏」と略称）構想を提案した。二回廊とは、両国をつなぐ南寧－ランソン－ハノイ－ハイフォ
ン－クアンニンと、昆明－ラオカイ－ハノイ－ハイフォン－クアンニンの 2本の経済回廊のこ
とであり、一経済圏とは、トンキン湾（中国名：北部湾）経済圏のことである（図表 3参照）。
「経済回廊」という概念は、1998 年にマニラで開催された大メコン川開発計画（GMS）閣僚
会議で承認された地域開発の考え方である。途上国への開発プロジェクトの融資や選定に際し
て、単にひとつのセクターだけに投資するのではインパクトや収益も限られる。そのため、計
画の段階から主要幹線道路が通る空間や地域を「経済回廊」ととらえ、包括的かつ同時平行し
て、送電線・通信網・上下水道・アクセス道路・空港・観光開発・経済特別区・工業団地・民
間投資を集中させようとするものである 14）。すなわち、交通基盤の建設を基礎として、当該地
域における生産、貿易、投資などの経済活動を有機的に結合しようとする協力メカニズムであ
る。GMSで実施されている東西回廊、南北回廊などの経済回廊建設計画を、中国との国境地
域開発にも適用しようとベトナムは考えた。
構想を実現させるため、ベトナム政府は一連の法令整備を行った。まず、2007 年 8 月首相決
定として「越中国境地域の開発計画」を公布し、国境地域の開発方針を決定した。2008 年 7 月
には首相決定「北部沿岸地域の建設計画」、ならびに同「新たな経済回廊の開発計画」を公布
した。両決定は「二回廊一経済圏」の考え方を反映し、特に後者において二つの経済回廊の建
設が正式に承認された。2009 年 3 月には、「一経済圏」に言及した「北部湾沿岸経済地帯の開
発基本計画」が決定された 15）。
国境経済区の建設では 3つの経済区が指定され、開発が進んでいる。そのうち「ドンダン－
ピンシャン国境経済協力区」の進展が最も早い。両国の車両の通行に関する協議が行われ、ベ
トナムの貨物車輌はピンシャンの「中国－ ASEAN自由貿易区ピンシャン物流圏」まで入るこ
とができ、また中国の貨物車輌はベトナムの「ドンダン物流区」に入ることができるようになっ
た 16）。
一方、中国雲南省紅河州とベトナムラオカイ省は 2005 年 9 月、「中国紅河－ベトナムラオカ
イ経済協力区協定」に調印した。さらに、広西東興市とベトナムクワンニン省モンカイ市は
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2007 年 11 月、「東興－モンカイ国境経済協力区枠組協定」に調印した。モンカイ国際国境ゲー
トシティーをトンキン湾における沿岸経済地帯のセンターとすべく、2020 年に向けて ASEAN
－中国間の商品及びサービスの中心地とする計画である 17）。
2．中国の対越直接投資とインフラ整備への協力
中国では 1999 年「走出法」政策が打ち出され、中国企業の海外進出を奨励する動きが始まっ
た。広東省の家電大手 TCL集団は、テレビ生産を行うためベトナム南部ドンナイ省に進出、
TCLベトナム・エレクトロニクスを設立した。低価格を武器に同社は 2004 年には国内でのテ
レビ販売台数で 25 万台、シェアー 18％にまで伸ばし、ベトナムではサムソンに次ぐ第 2のテ
レビメーカーに成長した。また、「青島澳瑪集団」が 2003 年、ホーチミン市で冷蔵庫生産を開
始した。2007 年にはエアコン世界生産量第 2位の「美的集団」（広東省）も南部ビンズオン省
で炊飯器、電子レンジ、電機ポットなどの小型家電製品の生産を開始している 18）。
オートバイや自動車などの車両生産でも中国企業の進出が目立つ。重慶のオートバイ企業「力
帆集団」は 2001 年にハノイ近郊にオートバイ生産工場を建設、ベトナム市場では日系メーカー
のシェアーには劣るものの、中国企業製オートバイシェアーの中核となっている。建設用重機
や特殊車両、バスなどの大型車両はベトナム国内での部品調達がほとんど不可能で、輸入に頼
らざるを得ない。この点陸上で接する中国に優位がある 19）。
さらに、中国紡績大手の天虹紡績は南部ドンナイ省で紡績工場を運営している。2012 年 7月、
中国国境の北部クアンニン省モンカイ市のハイイエン工業団地でも紡織工場の建設を開始し
た。国境経済区の建設を急ぐクアンニン省にとっては初めての大規模な外国直接投資となった。
図表 3　「二回廊一経済圏」（両廊一圏）の概念図
出所：筆者作成
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最終的には 7,000 人の雇用創出が見込まれている 20）。
2013 年 8 月末現在、中国のベトナムへの直接投資は 934 件、47 億 9 千万米ドルに達し、国
別ランキングで 13 位となっている 21）。
中国のベトナムとの経済協力においては、企業の直接投資よりも「対外工事請負」や「対外
労務協力」が目立っている。前者は中国の建設・土木・エンジニアリング請負業者が実施する
道路工事、発電所建設などのプロジェクトであり、①外国投資家によってファイナンスされた
土木建設プロジェクト、②中国政府の対外援助としてファイナンスされたプロジェクト、③外
国請負業者と共同で中国の請負業者が担当する下請プロジェクトなどが含まれる。後者は、給
与や賃金の見返りとして雇用者・請負業者に技術・労働サービスを提供する活動である 22）。
2009-2010 年の 1年間で報道された中国企業受注の主な案件だけでも図表 4のとおりである。
第 3章　膨張する中国との経済摩擦
1．巨額の貿易赤字と貿易構造の問題
国交正常化後、ベトナムの対中国貿易は大きく拡大した。図表 5は、2000 年から 2012 年ま
でのベトナムの全世界との輸出、輸入、ならびに貿易収支の金額と、その中の対中国貿易の内
訳を示したものである。ベトナムの全世界との貿易総額（輸出と輸入の合計額）は、2000 年の
301 億 2 千万米ドルから 2012 年の 2,283 億 9 百万米ドルと、約 7.6 倍に増加しているのに対し、
うち対中国との貿易総額が、同期間に 29 億 3 千 7 百万米ドルから 411 億 7 千 4 百万米ドルと
約 14.0 倍に増加している。ベトナムの対中貿易が他国と比べ 2倍のスピードで急増している
ことがわかる。これは両国政府の政策実施の効果が現れたこと、特にベトナム政府が、急速な
図表 4　中国企業が受注した主な工事案件（2009 年 5月～ 2010 年 5月）
年　月 内　　容
2009 年 5 月 中鉄六局集団が、ベトナム国鉄によるハノイ都市鉄道の一部 13 キロメートルの建設を
受注
8月 中国路橋工程有限公司（CRBC）が、南北高速道路の一部となるホーチミン市－ドンナ
イ省ザウザイ間の高速道路の 1Aパッケージを受注
10 月 上海電気集団が、ベトナム電力グループによるビントゥアン省ビンタン第 2発電所の設
計・調達・建設を受注
12 月 中国広西企業とベトナム第一交通インフラ総公社が、ハノイ市による紅河支流のドゥオ
ン川に架けるドンチュー橋の建設を受注
2010 年 4 月 中国東方電気集団公司が、ベトナム電力グループによる南部チャビン省のズエンハイ第
1発電所の設計・調達・建設を受注
5月 中国 GEDI社と AE&E社が、ベトナム機械組立総公社による中部ハティン省ブンアン
第 1火力発電所の排煙処理システムの設計・施工・導入・試験を受注
出所：各種報道から筆者作成
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経済成長を遂げている中国のダイナミズムを取り込んだ結果である。
しかしながら、貿易総額は急上昇したものの中身をよくみると、ベトナムの中国からの輸入
が同期間に 20.6 倍も増加したのに対し、中国への輸出は 8.1 倍に留まっている。そのため、ベ
トナムの対中貿易収支は、2000 年には若干の黒字を計上していたにもかかわらず、その後毎年
赤字幅が拡大し、2011 年には 133 億米ドルと全世界との貿易赤字額 98 億ドルを大きく上回る
ほどになった。注目すべきは、2012 年にベトナムの全世界との貿易収支が黒字に転換しても、
対中貿易赤字がさらに拡大していることである。
その要因として次の 2点が考えられる。まず、中国が競争力のある軽工業製品を大量に生産
する能力を有していることである。アパレル、家電製品、モーターバイクなどベトナムの消費
者が望み、かつ購入可能な製品を、種類・デザインとも豊富に供給することができる。しかも、
ベトナムが自国で生産・販売する同種の製品より安い価格で供給できる。企業が生産財を購入
する際も同様である。工場機械の購入において、欧米や日本製品が優れていると分かっていて
も、コストを抑えるため中国製を選択せざるを得ない現実がある。
さらに重要なことは、ベトナムは海外に輸出する主要製品であるアパレル、靴、電子製品な
どの生産に必要な原材料・部品の 70 ～ 80％を輸入に依存しており、そのかなりの部分を中国
からの輸入に頼っていることである。生産を拡大し輸出を増やして経済成長を遂げるためには、
対中貿易赤字がますます増大するという構造になっている。悪いことには、ベトナムが輸出競
争力を持つアパレル、靴などは中国の比較優位製品であり、中国に輸出して赤字を相殺するこ
とができない。そのため第三国に輸出するしかなく、結局ベトナムは対米貿易で黒字を出しな
がら、対中赤字を拡大させることになる。
次に問題なのは貿易構造である。ベトナムの中国への主要輸出品は次の 4種類である。1）
原材料：原油、ゴム、石炭、鉱石、薬剤など、2）農産品：穀物、熱帯果物、野菜など、3）水
産物：生鮮水産物、冷凍水産物、養殖水産物など、4）日用品：手工芸品、木製家具、靴など。
これらのうち、石炭、ゴム、原油の 3品目で全輸出額の過半を占める。
一方、ベトナムの中国からの主要輸入品は次の 5種類である。1）プラント設備：セメント
や製糖工場の設備、2）機械：紡績・農業用機械、輸送機器、医療機器、計測機器など、3）原
材料：石油製品、セメント、鉄鋼、建築用ガラスなど、4）農産品：穀物、食品、果物、植物
油など、5）日用品および薬品：モーターバイクおよび部品、電気・電子製品、衣料、玩具など。
これらのうち、機械・設備、コンピューター、石油製品、鉄鋼で輸入総額の半分を占める。また、
布地、繊維・衣類原料、プラスチック原料など、ベトナムで生産する工業製品の原材料の輸入
が目立つことも特徴である。
すなわち、ベトナムの対中貿易の構造は、天然資源を中国に輸出し、中国からは工業製品や
半製品を輸入するという典型的な垂直型となっている。これは中国からみると、必要な資源を
輸入し、国内で過剰気味の工業製品を輸出できるという望ましい補完関係にあるが、ベトナム
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にとっては植民地的な貿易構造であり、産業構造を固定化し工業化を妨げる望ましくない関係
といえよう 23）。
2．資源開発と中国人不法労働者問題
ベトナムにはアルミニウムの原料となるボーキサイトが推定 55 億トン（世界第 3位）埋蔵
され、そのうち 54 億トンが中部高原に集中しているとされる。中国との貿易赤字を改善する
ため、輸出可能な新しい産品として、ベトナム政府はボーキサイト開発に期待をかけた。しか
し開発資金と技術に乏しいベトナム政府は、経済援助などと引き替えに中国国営アルミ集団
（チャルコ）を含む外資企業に、ダクノン省ニャンコ－の開発を認めた。
2008 年 5 月にマイン書記長が訪中した際には、ボーキサイト開発での中国政府の協力を得る
ことで合意、中国との大型協力案件として動き出した 24）。
この事実は国内ではほとんど報道されなかったが、対米戦争を率いた英雄ボ ・ーグエン・ザッ
プ将軍が 2009 年 1 月、「ボーキサイト採掘は、1980 年代の調査で克服不可能な生態系への悪影
響があるとの結論が出ている」として反対したことから、国民の関心を集めるようになった。
反対運動は学者や作家などの間で急速に広がり、4月にはチエット国家主席などに中止嘆願書
図表 5　ベトナムの対外貿易と対中国貿易の推移（百万ドル）
年 輸出 輸入 貿易総額 貿易収支
2000 年 14,483 15,637 30,120 △ 1,154
うち対中国 1,536 1,401 2,937 135
2005 年 32,447 36,761 69,208 △ 4,314
うち対中国 3,228 5,900 9,128 △ 2,672
2006 年 39,826 44,891 84,717 △ 5,065
うち対中国 3,243 7,391 10,634 △ 4,148
2007 年 48,561 62,765 111,326 △ 14,203
うち対中国 3,646 12,710 16,356 △ 9,064
2008 年 62,685 80,714 143,399 △ 18,029
うち対中国 4,850 15,974 20,824 △ 11,124
2009 年 57,096 69,949 127,045 △ 12,853
うち対中国 5,403 15,411 20,814 △ 10,008
2010 年 72,237 84,839 157,076 △ 12,602
うち対中国 7,743 20,204 27,947 △ 12,461
2011 年 96,906 106,750 203,656 △ 9,844
うち対中国 11,613 24,866 36,479 △ 13,253
2012 年 114,529 113,780 228,309 749
うち対中国 12,388 28,786 41,174 △ 16,398
注：2012 年は暫定値
出所：ベトナム統計年鑑
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が提出される一方、ネットに反対を呼びかけるブログが開設された。中国大使を務めた元国軍
少将はこのブログに、「中国に開発を許せば 1万人もの中国人労働者や兵士がやって来る。戦
略的に重要な地域が中国人街や中国の軍事基地になる」と書き込んでいる 25）。
懸念は中国ファクターだけではない。ボーキサイト採掘による環境汚染への恐れも大きい。
ボーキサイトからアルミナを取り出す際、「赤泥」とよばれる廃棄物が生じる。さらに、ボー
キサイトの採掘とアルミナ製造には大量の水が必要とされる。このプロジェクトにより多量の
水が使われると、周辺の農業や植生に大きな影響を与えることが懸念される。
そのため、ボーキサイト開発は環境への負担が大きく、中国国内においても住民の反対運動
のため思うように進んでいない。ベトナム国民はこうした背景を敏感に感じ取り、経済協力と
いう名のもとに自国の環境汚染リスクを隣国に押し付けようとしているとし、中国に対して根
強い不信感を抱いているのである。
中国企業は 1990 年代以降、ベトナムの道路工事、発電所建設などの工事請負市場に進出し、
同国のインフラ整備に寄与していることはすでに述べた。ここで問題になるのは、工事請負に
伴う不法労働者の増加である。ベトナム政府は国内での外国人の単純労働を原則認めていない。
それにも関わらず不法就労している外国人単純労働者（多くは中国人）が増加、2009 年のベト
ナム国会で問題となった。労働・傷病軍人・社会福祉省の推計では、国内の外国人労働者は
2007 年には約 2万人だったが、2008 年には 5万人に急増、そのうち少なくとも 30％は労働許
可証を持たない不法就労とみられるという 26）。
工事を請負う中国の建設業者はベトナム人労働者をほとんど使わない。中国人労働者は観光
目的で入国し、労働許可証を持っていない。クアンニンの火力発電所の建設現場では、40 平方
メートルの部屋が 6部屋ある仮設の労働者用住宅が 1キロ近くにわたって建てられている。1
部屋には中国人労働者 20 人以上が住んでいるという 27）。一方、ハイフォンの石炭火力発電所
建設現場は、掲示板やスローガンがすべて中国語で書かれ、現場に設けられた道路がすべて中
国語で名付けられているなど、中国人の就労現場であることが一目で分かる状態だ、と報道さ
れている 28）。こうした経済交流の拡大に伴う、ベトナム－中国間の摩擦が絶えない。
第 4章　南シナ海の領有権問題での対立
1．硬軟繰り返す中国の対応
ベトナムは西沙諸島、南沙諸島の領有権をめぐり中国と争っている。南沙諸島の一部につい
ては、フィリピン、マレーシア、ブルネイも領有権を主張している。ベトナムが旧宗主国フラ
ンスの、また旧南ベトナムの領土を引き継いだことなど、主に法的根拠により領有権を主張す
るのに対して、中国は宋の時代に両諸島を発見したとして、専ら歴史的事実を領有権の根拠に
している。
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1970 年代後半から同海域で石油・天然ガス田の発見が相次いだこと、また経済的・軍事的に
重要な海域のため安全保障上の必要から、中国は強硬な姿勢を取りだした。ベトナム和平協定
が調印され、米軍がベトナムから撤退した翌年の 1974 年 1 月、中国は南ベトナムが領有する
西沙諸島の島嶼を武力攻撃により占領した。さらに中国は 1988 年 3 月、ベトナムが支配する
南沙諸島の赤瓜岩礁に軍事攻撃を行い、ベトナム軍兵士 70 名以上を死亡させ、これを占領した。
1992 年 2 月には「領海、および接続水域法」を制定し、南シナ海と東シナ海で係争のある領
海すべてに対し中国の領有権を主張した。さらに 1995 年 2 月には、フィリピンが領有を主張
しているミスチーフ岩礁に中国軍が上陸、建造物を構築した。このように中国は、1992 年 11
月に米国海・空軍がフィリピンから撤退した機会をとらえ、一方的に軍事力でもって南沙諸島
に対する実効支配を進めていった。
しかし、1990 年代末ごろから、ASEAN諸国との協力関係拡大を重視し始めると、中国は南
シナ海の領有権問題においてこれまでの二国間交渉のみから多国間交渉にも応じるなど、柔軟
に対応するようになった。1997 年 12 月、第 1回中国 ASEAN首脳会議が開催され、「21 世紀
に向けての善隣・信頼のパートナーシップ共同宣言」に調印した。さらに 2001 年 11 月には、
中国 ASEAN自由貿易圏を 10 年以内に設立することを宣言した。
ASEANとの交渉の結果、中国は「南シナ海における関係諸国行動宣言」に調印し、南シナ
海の領有権をめぐる争いを平和的な方法によって解決し、武力による威嚇や武力の行使に訴え
ないこと、無人の島嶼に人員を新たに常駐させないこと、自発的に軍事演習を通告すること、
航行の自由を保障することなどで合意した 29）。中国は ASEAN諸国との協力関係の拡大を睨ん
で、2007 年前半まで南シナ海における緊張関係の緩和に努力していった。
ところが、2007 年後半から中国の対応が再び強硬化している。同年 7月、中国艦船が中国の
実効支配する南沙諸島海域で操業していたとみられるベトナム漁船を銃撃した。一方、8月ベ
トナム外務省報道官は、中国政府が西沙諸島への観光を盛り込んだ海南特別経済区の観光発展
プランを承認したことに対して、南沙、西沙諸島に対するベトナムの主権を改めて主張、この
承認は両国のこれまでの諸合意の精神に反するものだと非難した。中国国務院は同年 11 月、
領有権問題で対立している南沙、西沙諸島に他国との争いのない中沙諸島を加えて「三沙市」
の設立を承認した。中国の一方的な措置に対して、12 月ハノイの中国大使館前でベトナムの南
沙・西沙諸島の領有権を主張する市民ら約 300 人がデモを実施、1週間後にも同様の反中国デ
モがハノイであった。また南部のホーチミン市でも約 1000 人の同様のデモが行われた。西沙
諸島を管轄地域とするベトナム中部、ダナン市人民評議会は、「中国国務院の三沙市承認は、
ベトナム領土に対する侵攻行為である」と強く批判した 30）。
2008 年以降、両国の経済上の関係がますます進展する一方で、南シナ海の領土問題は先鋭化
するという錯綜した状況となった。それにもかかわらず、ベトナム政府は中国との親密な関係
を増進するため積極的に行動した。2008 年 3 月チベットで騒乱が起きた際、ベトナム外務省は
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いちはやく中国政府に対する信任を発表、また北京五輪への積極的参加を表明した。さらに四
川省を大地震が襲った際には、20 万ドルの緊急支援を表明、ズン首相が中国大使館を訪問し被
災者に対して弔意を示している。また、チェット大統領が北京五輪開会式出席のため 8月訪中
した 31）。
しかしながら、ベトナムと中国がともに領有権を主張する海域で、中国の沿岸警備船がベト
ナム漁船を拘留するなどの事件が起こるたびに、ベトナム外務省が非難、抗議するパターンが
繰り返されている。また、中国の海軍力の強化が明らかになるにつれ、中国に対する警戒感と
ナショナリズムがベトナム国内でうごめくようになった。ベトナム政府は中国との善隣友好関
係の推進と領土主権の防衛とのバランスに悩むようになっていった。2012 年 7 月～ 8月、ハノ
イで南シナ海問題をめぐる反中デモがあった。ベトナムでは政治的デモは通常厳しく規制され
るが、警察当局は 7月 1日と 8日のデモを事実上容認した。ところが 8月 5日、デモ開始後間
もなく警察当局は強制排除に動き、参加者 50 人のうち 40 人を連行した 32）。以降当局は、大量
の警官を動員しデモの封じ込めに転じた。デモが中国を過度に刺激し、両国間の緊張がさらに
高まることをベトナム政府は防いだとみられる。
中国の強硬姿勢の背景には、リーマンショック後の米国経済の破綻や、中東問題での指導力
の低迷を、中国が超大国米国の凋落とみなし、自らが好ましいと考える国際秩序を強く主張し
始めたことがある。鄧小平の指導の下に堅持されてきた「韜光養晦」の外交方針は、少なくと
も東アジアにおいては変質しはじめたのである。
図表 6　南シナ海領有権問題の概念図
出所：筆者作成
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2．ベトナムの反攻
2010 年は南シナ海の領有権問題で、ベトナムが中国へ反攻に転じた年となった。それは加盟
国持ち回りの ASEAN議長国にベトナムが就任したことがきっかけである。4月 9日、ハノイ
で開催された第 16 回 ASEAN首脳会議において、ベトナムは南シナ海の問題を ASEAN全体
の問題とすることに成功した。つまり、これまで南シナ海の領有権問題は、中国と領有権を主
張する一部の ASEAN諸国のみの問題であったが、領有権を主張していない ASEAN諸国に対
しても共同歩調を取らせたのである。ズン首相は首脳会議終了後の記者会見で、「南シナ海に
おける平和、安定、安全保障、さらに安全を維持することは、ASEAN諸国と他の地域諸国にとっ
て共通の利益、大きな関心事」だと述べた 33）。
さらに 7月、ハノイで開催された ASEAN地域フォーラム（ARF）において（ベトナムのファ
ム・ザー・キエム副首相兼外相が議長）、ベトナムは南シナ海の問題に関して、米国をはじめ
とする域外大国から力強い支援を獲得することに成功した。出席したクリントン米国務長官が
「南シナ海で航行に自由が保障されることが重要」と発言、日本の岡田外相や領有権を争うフィ
リピンやマレーシアのほか、ロシア、インドもこの問題に言及した 34）。
南シナ海の問題を会議で持ち出された中国の楊外相は猛反発し、「南シナ海の領有権は二国
間問題であり、中国と ASEANの問題ではない。平和的、友好的に解決することで一致してい
る」と反論した。報道によれば、会議の大半は南シナ海問題に関する議論に費やされ、中国の
楊外相は自国の立場を 30 分以上にわたり興奮した面持ちで主張したという 35）。
ベトナムが 2010 年の ARF会議において、南シナ海問題で米国を味方につけることができた
のは、1995 年の国交回復後、米国との安全保障上の関係を着実に積み上げてきた成果である。
2000 年から 3年に 1度、両国は国防相の相互訪問を実施している。2008 年からは毎年、米国
務省とベトナム外務省が政治・安保・防衛対話を行っている。ARF会議のあとの 8月 10 日～
14 日、米国とベトナムは国交正常化 15 周年の記念行事の一環として、南シナ海に面したベト
ナム中部の都市ダナンなどで初の軍事交流を行った。中国を刺激しないよう、ベトナム海軍の
艦船は参加せず、ダナンに停泊中の米イージス艦ジョン・S・マケインの艦上で、設備・機器
の補修、捜索・救難訓練、調理技術の交換など非戦闘分野に限った活動を実施した。行事終了後、
ベトナムのグエン・チー・ビン国防次官は、人民軍機関紙とのインタビューで、「外国の報道
機関が『米越が合同軍事演習を実施』、『米空母が訪越』、『ベトナムは南シナ海で力の均衡を強
化』などと報じていることを『誤り』として退け、ベトナムの国防政策は独立・自立を基礎とし、
いかなる軍事同盟にも参加せず、国同士を対抗させないものだ」と強調した。米国のロバート・
シェアー国防副次官補は会議後の記者会見で、「双方は南シナ海をめぐる問題には多くの時間
を割かず、二国間の国防協力の強化について重点的に議論した」とする一方、ビン次官は「両
国の国防協力は地域および世界の平和と安定に寄与するものであり、他国に害を与えるもので
はない」と言明し、中国への配慮をみせた 36）。
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3．協調姿勢に転ずるベトナム
自国に優勢な状況を作り出した後、ベトナムは 2011 年以降、徐々に中国との協調姿勢に転
じていく。2011 年 10 月 11 ～ 15 日チョン書記長が訪中し、中国側と「越中の海洋における紛
争解決に関する基本原則についての合意書」に調印した。その骨子は以下のとおりである 37）。
①  1993 年の「越中の国境・領土問題の解決に関する基本原則についての合意書」を基礎に、
両国関係の大局を重視して交渉する。
②  1982 年国連海洋法を含む国際法と、歴史など他の関連要素を考慮し、双方の合理的な関
心事に配慮する精神により解決する。
③ 越中間の海上紛争については、双方はこれを友好的な対話と交渉を通じて解決する。他の
諸国に関連する紛争は、他の当事者との交渉を通じて解決する。
④ 基本的かつ長期的な解決策を探る過程で、共同開発など双方の立場に影響しない過渡的・
暫定的措置について積極的に協議する。
⑤ 容易な問題を先に、困難な問題を後回しにし、比較的敏感でない分野での協力を強化する。
⑥ 年 2回、交互に政府級国境交渉団団長による定期会合を開催し、政府級代表団間のホット
ラインを設置する。
注目される点は、まず②において、解決の基礎を国際法だけではなく、「歴史的要素」、なら
びに「双方の合理的な関心事に配慮する精神」としている点である。ベトナムは国際法による
解決を主張しているものの、ベトナムにとっての「合理的な関心事」は、中国と敵対関係に陥
らず、平和裏の経済発展を維持していくことである。そのため、領土面での中国との何らかの
妥協を探る姿勢が込められているとみられる。
次に④においては、早期に根本的な解決を図ることは諦め、暫定的な措置を模索すること、
すなわち、対立を当面棚上げし、海底資源の共同開発や、⑤で言及している比較的敏感でない
分野における協力、⑥の定期会合やホットラインの設置などにより、対立を両国で管理してい
こうとの合意であると解釈できる。
「海洋における基本原則」の合意を受け、2012 年 5 月には「トンキン湾外の海上境界画定に
関する実務者レベルの交渉」と「海洋における比較的敏感でない分野での協力に関する実務者
レベルの交渉」のそれぞれ第 1回会合が開かれている。前者では、交渉の進め方や同海域での
共同開発のための協力について協議することで合意した。後者においては、海洋における環境
保護、科学研究、捜査・救難や自然災害の被害防止・軽減などの分野における協力の実施につ
いて協議することで合意した 38）。その後、ふたつの交渉会合は年 2回のペースで実施されてい
る。
2013 年に入ると、ベトナムと同様南シナ海での紛争をめぐり中国と対立するフィリピンが新
たな行動に出た。1月国連海洋法条約に基づき中国を仲裁裁判所に提訴したのである。その背
景には、フィリピンとしては外交手段をすべて使い尽くしたとみなしたこと、また 2012 年の
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ASEAN外相会議では、南シナ海の領有権問題に関わらない議長国カンボジアが、中国との友
好関係に配慮し、中国寄りの議事運営を行ったことから共同声明が出せない事態となり、
ASEANの限界を露呈したことである。
同年 3月、中国の習近平が国家主席に就任し、共産党総書記に加え全権力を掌握、ベトナム
－中国関係、特に南シナ海問題での新中国の姿勢が注目された。6月 20 日、ベトナムのチュオ
ン・タン・サン国家主席が北京を訪問し、習近平国家主席兼総書記と会談した。習主席は南シ
ナ海問題について、「中越両国は歴史と人民に対し責任を負う精神で、友好と両国発展の大計
を重んじ、決意を固め、南シナ海問題の政治解決を導き推進し、両国関係が阻害されるのを防
がなければならない」と発言した。これに対し、サン主席は「友好的協議を通じ、両国関係の
問題を適切に処理し、北部湾湾口外海域の境界線画定と共同開発を前向きに話し合い・・・」
と応じている。会談後、両首脳は「全面的戦略協力パートナーシップ実行への行動計画」など
多くの協力文書の調印式に出席したとされる 39）。
2013 年 10 月 9 日、ブルネイの首都バンダルスリブガワンで ASEAN首脳会議が開かれた。
2012 年には共同声明が出せない状況となったが、今回は首脳会議前に中国が「南シナ海行動規
範」（COC）40） 策定に向け曲がりなりにも交渉に同意したことから、会議では中国の前向きな
対応を評価し、穏当な雰囲気であったといわれる。とはいえ、中国との協調姿勢に転じたとみ
られるベトナムは、ASEAN関連会議に関する大半の声明に強硬な文言を挿入するよう議長国
ブルネイに申し入れていた、と伝えられている 41）。二国間交渉では柔軟な態度をみせるベトナ
ムであるが、ASEANでの多国間交渉の場では強硬な主張をするという二面性をみせている。
ブルネイでの ASEANとその関連会議のあと、10 月 13 日～ 15 日李克強中国首相がベトナ
ムを訪問した。チョン書記長は、「ベトナムは中国の貴重な支持と支援を永久に銘記する。両
国は幅広く利益を共にし、また共通のチャンスと挑戦（試練）に直面している。ベトナムの党
と政府は対中関係を非常に重視しており、中国と密接な意思疎通を続け、互いに断固支持し、
意見の相違を適切に処理し、両国関係の健全かつ安定した発展を確保することを願っている」
と述べた 42）。10 月 15 日に発表された共同声明には、陸上での経済協力、通貨協力に加え、海
上での紛争においては両国外務省、農業関係省間のホットライン活用を強調するなど 43）、紛争
を棚上げし、両国の党・政府で管理していくとの決意を明らかにしている。
第 5章　相互依存関係
独立と主権を守るため対立を抱えながらも、善隣友好関係を維持しようと努めているベトナ
ムの対中国外交は、両国の次のような特質から生じている。
まず両国は国土面積や人口において非対称の関係にある。中国の国土面積は 960 万平方キロ
メートルであるのに対し、ベトナムはわずか 35万平方キロメートルにすぎず、27分の 1である。
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人口は 13 億 5 千万人に対して 8900 万人と、15 分の 1 である。さらに、国内総生産（GDP）
は中国の 8兆 2500 億米ドルに対して、ベトナムは 1377 億米ドルと 60 分の 1 にすぎない。こ
うした中国に対し、領土主権を守るためとはいえ、単独で全面的に対立するという選択枝をベ
トナムは持たない。一時的、部分的な勝利を得ても、それを維持することは出来ないからであ
る。
また、国際法で白黒をつけるということも賢明ではないと考える。フィリピンのように、国
連海洋法条約に基づき中国を仲裁裁判所に提訴することを、ベトナムは本気で考えないであろ
う。中国がメンツを失うことを恐れるからである。ベトナムにとっては中国に勝つことではな
く、独立と主権を侵されないことが重要で、中国に「負けない」ことが重要なのである。
次に、両国の間には対称性が存在する。ベトナムにとり文化はいつも北からやって来た。ま
ずインドで生まれた仏教が中国経由で入って来た。北属期には中国の支配体制の下で、儒教、
漢字、科挙制度などが一体となって流入した。孔子廟、国士監などがベトナムの首都ハノイに
も存在する。現在のベトナム語は、フランス宣教師の考案によるアルファベット表記であるが、
音の裏には漢字が存在する場合が多い。ベトナム語の語彙の半分ほどは漢語であるといわれて
いる。
さらに両国は共にマルクス・レーニン主義に基づく共産党一党独裁の国家である。1950 ～
60 年代には、ホーチミンと毛沢東、周恩来など革命家間の友人関係を基礎とした一種の同盟関
係にあった。加えて中国が 1979 年改革開放路線に転換し「社会主義市場経済」を唱えた後、
ベトナムも 1986 年「ドイモイ（刷新）政策」に着手、「社会主義志向市場経済」をスローガンに、
中国のあとを追っている。
中国の経済発展における成果は目覚しいものがある反面、同時に様々な矛盾、問題点が指摘
されるようになっている。中国政府としては、国内外に中国の路線の正当性を主張する際に、
中国一国ではなくベトナムにおいても同様の路線で成功していることは、大いに説得力を増す
ことになる。ベトナムにとっても躍進する中国の存在は、改革・開放の先輩としてその経験を
学ぶことができる。また、類似の体制から発生する共通の問題について意見交換することがで
きる。
対外的には、人権や民主化に関する海外からの批判を一国ではなく、共同でかわすことが出
来る。特に、欧米からのこうした批判は、主に中国が引き受ける形となり、ベトナムは中国を
盾としその陰に隠れることが可能になっている 44）。このようにソ連・東欧の社会主義国が崩壊
したあと、両国はともに相手を必要としているといえる。
南シナ海の領有権問題で、中国がさらに強硬姿勢をエスカレートさせた場合、ベトナム国内
で政府の対応を不満とする国民の声が大きくなり、共産党政権が苦境に立たされることも想定
できる。また領有権問題では、海外在住のベトナム人（越僑）によるベトナム共産党政権への
非難、攻撃にも注意する必要がある。そのため中国としては、ベトナム政府を過度に追い詰め
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ることは、中国自らの利益を損ねる可能性があり 45）、これが一定のブレーキの役割を果たして
いるといえよう。
おわりに
ベトナムは 1991 年中国との国交正常化後、隣国との安定的な友好関係を維持することに全
力を尽くしている。陸上国境とトンキン湾（北部湾）海上国境では合意に達した。また緊密な
経済協力関係を築くことにも成功している。しかしながら、歴史的記憶、緊密化に伴う様々な
摩擦、南シナ海の領有権問題での対立などにより、ベトナム国民の間には反中感情が深く根ざ
している。ベトナム共産党・政府は、協力メカニズムの構築により中国との対立を管理し、国
民の反中感情をコントロールしようと努めている。
一方、中国は台頭する自国の優位を自覚しており、経済的恩恵を与えることによりベトナム
を慰撫しつつ、時間をかけて影響力の及ぶ範囲を拡大しようとしている。南シナ海問題では、
ベトナムはことあるごとに自国の主権を主張しているものの、中国による実効支配が着々と進
んでいることは否めない。
両国には相互依存関係による自制を促す力学が働いている。ただ、中国がますます自国の台
頭に自信を深める一方、ベトナムでは民主化の兆しが見られるなど、相互依存関係が微妙に変
化する可能性がある。今後の両国関係の進展には目が離せないが、いかなる国際環境が訪れよ
うとも、ベトナムは過去二千年にわたって培ってきたしたたかさを、これからも発揮すること
であろう。
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